
（注）平成23年5月施行

（参考）
東京都独自の「指定通所介護事業所等における宿泊サービスの基準及び届出・公表制度」の概要

指定通所介護事業所や指定認知症対応型通所介護事業所等において、
その設備の一部を使用し、当該事業所の利用者に対して必要な介護や
宿泊を伴うサービスを提供すること

宿泊サービスの都独自基準

●1カ月に５日以上宿泊サービス
を提供する事業所を対象

●事業所の基本事項
●基準の届出項目

届出・公表・都独自基準全体の概要

《効果》

・届出による事業所の実態把握

・利用者の安全確保

・ケアプラン作成の情報として選択、活用
・都民の選択によるサービスの質の確保

指導・助言

●東京都のホームページ
で公表

●届出の内容を原則公表

届 出 公 表

都独自基準概要

宿泊サービスとは

○ 宿泊サービスの基準や届出を義務付ける仕組みを設けるよ
う、国に対し緊急提案（平成23年２月）

○ 都独自の「指定通所介護事業所等における宿泊デイサービス
の基準及び届出・公表制度」を策定（平成23年５月施行）

○ 平成23年７月１日より公表開始

○ 区市町村や東京消防庁と連携し、事業所への実地調査を実施

（通年）

○ 平成25年５月１日現在の届出件数 ３６１件
（うち、公表件数 ３１３件）

○ 宿泊サービスについて必要な法整備を国へ提案要求
（平成23年度春・平成24年度春・平成25年度春）

【第一 総則】
○目的
○サービス提供上の原則

・緊急かつ短期間の提供等

【第二 人員基準】
○従業者
・１人以上 等

○責任者

【第三 設備基準】
○利用定員
・事業所定員の１／２以下
○宿泊室
・１人当たり床面積7.43㎡以上等
○消防設備 等

【第四 運営基準】
○説明及び同意

○計画の作成

○健康への配慮

○緊急時等の対応

○事故発生時の対応

（指定通所介護事業所等の事故
発生時の取扱いに準じる。等）

等

○ 指定通所介護事業所等の利用者を対象に、当該事業所の設備の

一部を使用した宿泊サービスを提供する事業所が増加

○ 宿泊サービスの基準や届出の制度がなく、実態把握や指導困難

届出・公表制度策定等の経過

届出・公表制度策定等の背景
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高齢社会対策の推進（重点・一般）
４ 法令に基づかない宿泊サービスを提供する通所介護事業所に関する法整備について
＜現状・課題＞

指定通所介護事業所等において実施する法令に基づかない宿泊サービスは、都の調査から、要介護度が高く火災の場
合に自力で避難することが困難な高齢者が利用していることが判明しており、防火安全体制の確保が急を要するところ
である。また、高齢者の尊厳の保持の観点から、利用者の意思や人格が尊重された適切なサービスが提供されているこ
とも重要である。

しかし、このサービスは、施設基準や届出の仕組みがなく、実態把握や法令等に基づく指導が困難な状況である。
このため、法整備が行われるまでの間、高齢者の尊厳の保持及び安全を確保するため、都において独自の基準及び届

出・公表制度を平成２３年５月１日に施行した。平成２５年４月１日現在３５３事業所から届出を受けており、届出の
際に必要な指導を行った上で、届出事業所の情報を公表している。
＜具体的要求内容＞
（１）通所介護事業所において、法令に基づかない宿泊サービスを提供する場合の施設基準等を設け、届出を義務付け

ること。
（２）基準等を設けるに当たっては、利用者の処遇が適切に行われるための十分な職員体制の確保、火災発生時の安全

を確保するための防火体制の整備、利用者の尊厳が保持された環境を整えることなどを規定すること。
（３）現在法令に位置付けられていない宿泊サービスを提供する事業所に対し、立入調査や改善勧告等を行うことがで

きるよう、法的な整備を行うこと。

平成2６年度国の施策及び予算に対する東京都の提案要求(平成2５年6月東京都)

Ⅲ 介護保険制度、高齢者福祉に関する要望
３．介護・福祉施設等の整備推進

③ 指定通所介護事業所等において実施されている宿泊サービスへの対応
指定通所介護事業所等において実施されている宿泊サービスいわゆる「お泊まりデイサービス」は全国的に拡大

傾向にあるが、介護保険適用外の自主事業であり、基準等も定まっていないため、利用者の安全面や処遇面におい
て問題が発生することが懸念される状態にある。
このため、本府では「お泊まりデイサービス」の利用者の安全面及び処遇面の確保を目的とする指導基準を策定

し、事業者への周知並びに行政指導を実施することとしている。
ついては、国において「お泊まりデイサービス」の利用者の安全面及び処遇面の確保を実効あるものとするため、

必要な措置を講ずること。

平成25年度福祉に関する国の施策並びに予算に関する提案・要望(平成24年7月大阪府)
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